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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第62期

第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 2019年10月１日
至 2020年３月31日

自 2020年10月１日
至 2021年３月31日

自 2019年10月１日
至 2020年９月30日

売上高 (百万円) 21,307 20,866 44,230

経常利益 (百万円) 3,845 3,980 7,474

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,549 2,529 5,103

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,551 5,263 5,605

純資産額 (百万円) 51,390 51,974 50,424

総資産額 (百万円) 73,946 74,594 72,306

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 141.48 152.29 288.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 135.23 135.08 268.20

自己資本比率 (％) 69.3 69.6 69.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 5,081 5,377 8,090

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △965 △124 △2,878

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △978 △3,947 △5,975

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 19,975 18,315 16,220
 

 

回次
第62期

第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年１月１日
至 2020年３月31日

自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 77.44 65.98
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1)財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間（2020年10月１日～2021年３月31日）における世界経済は、新型コロナウイルス感染

症の流行により多方面の経済活動が抑制されましたが、総体的には緩やかな回復基調となりました。

　我が国経済につきましては、個人消費が弱含んだものの、設備投資や生産活動が底堅く推移するなど、景気に持

ち直しの動きが見られました。

　このような状況の下、当社グループと深く関わる自動車業界につきましては、生産活動は総じて改善傾向が継続

し、設備投資についても前向き姿勢が強まりました。一方、同じく当社グループと深く関わるエレクトロニクス業

界では、先端製品の需要が好調推移する中で、半導体デバイス向け設備投資に活性化の動きも見られました。

　当社グループは、このような経営環境に対応するため、各市場動向に応じ、設備品及び消耗品の拡販に努め、

ローカルニーズに対応した製品投入を進めるとともに、技術革新・次世代装置などの高付加価値製品の開発にも注

力してまいりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高208億66百万円(前年同期比2.1％減)、営業利益35億６

百万円(前年同期比4.1％増)、経常利益39億80百万円(前年同期比3.5％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益

は、25億29百万円(前年同期比0.8％減)となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
溶接機器関連事業

溶接機器関連事業につきましては、取引先である自動車業界において、設備投資及び生産活動の回復傾向がアジ

ア地域に見られました。

　このような環境の下、当部門として設備品及び消耗品の拡販を図ったことなどにより、業績は堅調に推移しまし

た。

この結果、部門売上高は121億49百万円(前年同期比2.3％増)、部門営業利益は20億89百万円(前年同期比8.1％増)

となりました。

 
平面研磨装置関連事業

平面研磨装置関連事業につきましては、半導体メモリー等の需要量が高水準で推移し、取引先であるエレクトロ

ニクス関連素材においても堅調な生産活動や設備投資が続きました。

　このような環境の下、当部門として設備品及び消耗品の拡販を図ったものの、業績は前年同期を下回りました。

この結果、部門売上高は87億18百万円(前年同期比7.6％減)、部門営業利益は14億64百万円(前年同期比1.3％減)

となりました。
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また、当第２四半期連結会計期間における財政状態の状況は次のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末における総資産は745億94百万円と、前連結会計年度末に比べて22億88百万円増加し

ました。受取手形及び売掛金が６億84百万円、電子記録債権が８億74百万円減少した一方、現金及び預金が24億51

百万円、たな卸資産が３億63百万円、流動資産のその他が３億２百万円、有形固定資産のその他（純額）が６億13

百万円増加したことなどによります。

負債は226億20百万円と、前連結会計年度末に比べて７億37百万円増加しました。短期借入金が１億84百万円、賞

与引当金が２億50百万円、流動負債のその他が１億10百万円減少した一方、前受金が９億94百万円、繰延税金負債

が２億98百万円増加したことなどによります。

純資産は519億74百万円と、前連結会計年度末に比べて15億50百万円増加しました。自己株式の取得により24億94

百万円減少した一方、利益剰余金が13億42百万円、為替が前期末より円安のため為替換算調整勘定が26億95百万円

増加したことなどによります。

 
(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は183億15百万円と、

前連結会計年度末と比べて20億94百万円増加しました。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

法人税等の支払額が13億53百万円となった一方、税金等調整前四半期純利益が40億89百万円、売上債権の減少額

が23億89百万円発生したことなどにより、差引53億77百万円の資金の増加となり、前第２四半期連結累計期間に比

べ２億95百万円の収入増加となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

定期預金の純減少額が４億97百万円、有形固定資産の売却による収入が３億６百万円となった一方、有形固定資

産の取得による支出が８億99百万円発生したことなどにより、１億24百万円の資金の減少となり、前第２四半期連

結累計期間に比べ８億40百万円の支出減少となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

自己株式の取得による支出が24億94百万円、配当金の支払額が11億86百万円発生したことなどにより、差引39億

47百万円の資金の減少となりましたが、前第２四半期連結累計期間に比べ29億69百万円の支出増加となりました。

　

(3)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は313百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,000,000

計 38,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,869,380 20,869,380
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 20,869,380 20,869,380 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年３月31日 ― 20,869,380 ― 1,925 ― 2,370
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(5) 【大株主の状況】

2021年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社馬込興産 東京都大田区中馬込１丁目10番21号 3,703 22.72

小原　康嗣 東京都大田区 2,571 15.77

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 998 6.12

株式会社日本カストディ銀行
（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 919 5.64

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 570 3.49

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG
S.A. 380578
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6,

ROUTE DE TREVES, L-2633 SENNINGERBERG,

LUXEMBOURG

（東京都港区港南２丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

459 2.81

JP MORGAN CHASE BANK 385632
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,

E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

379 2.33

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 369 2.26

小原　範子 東京都大田区 304 1.86

吉田　史子 東京都大田区 218 1.34

計 ― 10,495 64.39
 

(注) １　上記のほか、自己株式4,571,430株を保有しております。

２　小原康嗣の持株数は自身の管理分株数1,084,500株を加えて表示しております。

３　2020年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ティー・ロウ・プラ

イス・ジャパン株式会社が、2020年11月30日現在、下記のとおり当社株式を保有している旨が記載されてお

りますが、当社としては2021年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株

主の状況」には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

ティー・ロウ・プライス・ジャ
パン株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目９番２号グラン
トウキョウサウスタワー10階

1,270 6.09
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４　2021年４月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、野村證券株式会社及

び共同保有者３名より連名で、2021年３月31日現在、下記のとおり当社株式及び新株予約権付社債券を保有

している旨が記載されておりますが、当社としては2021年３月31日現在における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。保有株券等の数には新株予約権付社

債券の保有に伴う保有潜在株式の数が含まれております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 1,417 6.36

ノムラ　インターナショナル　
ピーエルシー

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United

Kingdom
 151 0.68

ノムラ　セキュリテーズ　イン
ターナショナル

Worldwide Plaza 309 West 49th Street New

York, New York 10019-7316
 0 0

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都江東区豊洲２丁目２番１号 421 2.02

計 ― 1,990 8.39
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― ―
4,571,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

162,714 ―
16,271,400

単元未満株式
普通株式

― ―
26,580

発行済株式総数 20,869,380 ― ―

総株主の議決権 ― 162,714 ―
 

(注)　「単元未満株式」には、自己株式30株を含めて表記しております。

 

② 【自己株式等】

2021年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)        
 OBARA GROUP㈱

神奈川県大和市中央林間
３丁目２番10号

4,571,400 ― 4,571,400 21.90

計 ― 4,571,400 ― 4,571,400 21.90
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年１月１日から2021年

３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年10月１日から2021年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 21,267 23,718

  受取手形及び売掛金 12,223 11,539

  電子記録債権 3,960 3,086

  有価証券 44 26

  商品及び製品 5,647 6,549

  仕掛品 4,355 4,000

  原材料及び貯蔵品 2,922 2,738

  その他 815 1,118

  貸倒引当金 △553 △440

  流動資産合計 50,683 52,336

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,430 7,464

   土地 3,424 3,336

   その他（純額） 2,924 3,538

   有形固定資産合計 13,780 14,338

  無形固定資産   

   のれん 291 225

   その他 510 514

   無形固定資産合計 802 740

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,302 1,318

   長期預金 4,662 4,715

   その他 1,096 1,166

   貸倒引当金 △20 △21

   投資その他の資産合計 7,040 7,179

  固定資産合計 21,623 22,258

 資産合計 72,306 74,594
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,458 3,492

  短期借入金 194 9

  1年内返済予定の長期借入金 104 150

  未払法人税等 722 690

  前受金 4,592 5,586

  賞与引当金 831 580

  その他 1,357 1,246

  流動負債合計 11,261 11,757

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 6,054 6,048

  長期借入金 815 801

  繰延税金負債 2,955 3,253

  役員退職慰労引当金 151 87

  退職給付に係る負債 435 469

  その他 207 202

  固定負債合計 10,621 10,863

 負債合計 21,882 22,620

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,925 1,925

  利益剰余金 61,296 62,638

  自己株式 △12,472 △14,967

  株主資本合計 50,749 49,597

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 259 287

  為替換算調整勘定 △694 2,000

  その他の包括利益累計額合計 △435 2,288

 非支配株主持分 110 88

 純資産合計 50,424 51,974

負債純資産合計 72,306 74,594
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年10月１日
　至 2020年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

売上高 21,307 20,866

売上原価 14,179 13,855

売上総利益 7,128 7,011

販売費及び一般管理費 ※１  3,761 ※１  3,504

営業利益 3,367 3,506

営業外収益   

 受取利息 239 231

 受取配当金 11 9

 為替差益 130 50

 収用補償金 － 59

 その他 129 184

 営業外収益合計 509 535

営業外費用   

 支払利息 15 17

 その他 16 44

 営業外費用合計 31 62

経常利益 3,845 3,980

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 109

 特別利益合計 － 109

税金等調整前四半期純利益 3,845 4,089

法人税、住民税及び事業税 1,195 1,302

法人税等調整額 93 252

法人税等合計 1,289 1,555

四半期純利益 2,556 2,534

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 4

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,549 2,529
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年10月１日
　至 2020年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

四半期純利益 2,556 2,534

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △93 28

 為替換算調整勘定 89 2,701

 その他の包括利益合計 △4 2,729

四半期包括利益 2,551 5,263

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,550 5,253

 非支配株主に係る四半期包括利益 1 10
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年10月１日
　至 2020年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 3,845 4,089

 減価償却費及びその他の償却費 528 558

 のれん償却額 103 77

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 239 △152

 賞与引当金の増減額（△は減少） △560 △269

 受取利息及び受取配当金 △250 △241

 支払利息 15 17

 売上債権の増減額（△は増加） 2,694 2,389

 たな卸資産の増減額（△は増加） △528 200

 未収入金の増減額（△は増加） △40 △2

 仕入債務の増減額（△は減少） △7 △248

 有形固定資産除売却損益（△は益） △0 △47

 投資有価証券売却損益（△は益） － △109

 収用補償金 － △59

 前受金の増減額（△は減少） 251 789

 その他 △244 △502

 小計 6,044 6,490

 利息及び配当金の受取額 273 206

 利息の支払額 △11 △25

 収用補償金の受取額 － 59

 法人税等の支払額 △1,224 △1,353

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,081 5,377

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） 474 497

 有形固定資産の取得による支出 △1,093 △899

 有形固定資産の売却による収入 5 306

 投資有価証券の取得による支出 △6 △4

 投資有価証券の売却による収入 － 133

 その他 △345 △159

 投資活動によるキャッシュ・フロー △965 △124

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △314 △190

 長期借入れによる収入 645 －

 長期借入金の返済による支出 △34 △36

 自己株式の取得による支出 △0 △2,494

 配当金の支払額 △1,259 △1,186

 非支配株主への配当金の支払額 △6 △31

 その他 △8 △7

 財務活動によるキャッシュ・フロー △978 △3,947

現金及び現金同等物に係る換算差額 76 789

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,214 2,094

現金及び現金同等物の期首残高 16,761 16,220

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  19,975 ※１  18,315
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【注記事項】

(追加情報)

(連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用)

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項

目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務

対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。

 
(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計

上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定について重要な変

更はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権譲渡高

 
前連結会計年度
(2020年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 14百万円 －百万円

電子記録債権譲渡高 828百万円 1,018百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年10月１日
至 2020年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

給料及び賞与 1,021百万円 1,100百万円

賞与引当金繰入額 83百万円 275百万円

貸倒引当金繰入額 239百万円 △161百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年10月１日
至 2020年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

現金及び預金 25,985百万円 23,718百万円

取得日から３か月以内に満期の到来
する短期投資（有価証券）

1,283百万円 26百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,293百万円 △5,429百万円

現金及び現金同等物 19,975百万円 18,315百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年10月１日 至 2020年３月31日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年12月20日
定時株主総会

普通株式 1,261 70 2019年９月30日 2019年12月23日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年４月27日
取締役会

普通株式 720 40 2020年３月31日 2020年６月８日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2020年10月１日 至 2021年３月31日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年12月18日
定時株主総会

普通株式 1,186 70 2020年９月30日 2020年12月21日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月７日
取締役会

普通株式 651 40 2021年３月31日 2021年６月７日 利益剰余金
 

 

３　株主資本の著しい変動

当社は、2020年４月14日付の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。これを受け、東京証券取引所における市場

買付けにより、2020年10月１日から2021年３月31日までに普通株式657,500株、2,494百万円の取得を行いました。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2019年10月１日 至 2020年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

溶接機器
関連事業

平面研磨装置
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 11,874 9,432 21,307 － 21,307

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 0 0 △0 －

計 11,875 9,433 21,308 △0 21,307

セグメント利益 1,932 1,483 3,415 △48 3,367
 

(注) １　セグメント利益の調整額△48百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△47百万円が含まれております。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2020年10月１日 至 2021年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

溶接機器
関連事業

平面研磨装置
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 12,149 8,717 20,866 － 20,866

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 0 1 △1 －

計 12,149 8,718 20,867 △1 20,866

セグメント利益 2,089 1,464 3,553 △46 3,506
 

(注) １　セグメント利益の調整額△46百万円には、セグメント間取引消去△１百万円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△45百万円が含まれております。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年10月１日
至 2020年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 141円48銭 152円29銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,549 2,529

 普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

2,549 2,529

 普通株式の期中平均株式数(株) 18,022,336 16,609,891

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 135円23銭 135円08銭

 (算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △4 △4

　(うち受取利息(税額相当額控除後)(百万円)) (△4) (△4)

　普通株式増加数(株) 797,939 2,084,056

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

　

(重要な後発事象)

　(自己株式の取得)

当社は、2020年４月14日付の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施しました。

１　自己株式の取得を行う理由

成長戦略の実施に必要な財務基盤を維持しつつ、株主還元の一層の強化と資本効率の向上を図るため、自己株式

の取得を行うものであります。

２　取得に係る事項の内容

(1) 取得対象株式の種類：当社普通株式

(2) 取得しうる株式の総数：3,000,000株（上限）

(3) 株式の取得価額の総額：6,010百万円（上限）

(4) 取得方法：東京証券取引所における市場買付け

(5) 取得期間：2020年４月15日から2021年４月14日まで（約定日ベース）

３　自己株式の取得の状況

上記市場買付けによる取得の結果、2021年４月１日から2021年４月14日までに当社普通株式56,200株（取得価

額　216百万円）を取得しました。

なお、当該決議に基づく自己株式の取得につきましては、2021年４月14日をもって終了しております。
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２ 【その他】

第63期（2020年10月１日から2021年９月30日まで）中間配当について、2021年５月７日開催の取締役会において、

2021年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。

①配当金の総額 651百万円

②１株当たりの金額 40円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年６月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年５月12日

OBARA GROUP株式会社

取　締　役　会 　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森   田   高   弘 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉   川   高   史 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているOBARA GROUP株

式会社の2020年10月１日から2021年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年１月１日から2021

年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年10月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、OBARA GROUP株式会社及び連結子会社の2021年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 
 
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
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実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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